
（単位：千円）
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令和 8年 2月17日

計

0.02,865 0

4,080 14,847 0 10,767

0 -2,865
23,572 0 0 -23,572

500 0 27
1,228 1,880 0 652

381
807

4,076
31,429

0

節　　　　　名
報酬                            
職員手当等                         
共済費                           

補償、補填及び賠償金                    

12
13

旅費                            
需用費                           
役務費                           
委託料                           

01
03
04
08
10
11

使用料及び賃借料                      
21

節

72
76 177 185 0

0 227
114

8

 8,415

830 1,479 1,551 0

473

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

02-01-01-01-01/0130500000/0505 8,415
子ども・子育て支援事業費補助金（補助率１０／１０）

名　　　　　　　称
充 当 額

29,759
-14,570

100.0

構成比(%)

-22,985
0.0 71.7

査定額 増減額

00 0 0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

28.1
8.2

1.7

5.2

0.0

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

84,313 89,011 79,444

89,011

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

 

 

 

 

01

01

01

総務費

総務管理費 84,313

  重点ヒアリング 連結区分１

45,070

要求出力段階

531,000

-8,584 目
的

増減額

令和 ８年度 当 初 予 算

010

001

44,329

事業性質区分 主体区分

0.0

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
8,415本年度予算額

国庫支出金 県支出金

6,156 8,146

0.0構成比(%)
8,415

0 0

28.3

8,373
1,314 2,309 2,423 0

0.6

事業区分３

44,329

6.3
49.9
0.0

89,011 79,444

非主要

-9,567

0 -9,567

0

-9,567

79,444

-14,570

0

0

0

-14,570

 連結区分３  

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業0

 

84,313

45,070 29,759

一般管理費

１２０１０１０１

一般事務費

一般事務費 44,329 29,759

前々年度決算額

115,551111,655

3,410,000

124,135

国保年金課

後期高齢者医療事業特別会計

査定額 増減額0130500000

会計

所属

3,168,210 3,941,00012

前年当初額 要求額

  

款

項

目

事業１

義務的経費事業

199

0
0

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象

44,329
0 0 0 21,344

0



　　後期高齢者医療事業を執行するために必要な経費である。

　　　会計年度任用職員の昇給及び報酬単価の引き上げ等に伴う人件費等の増。
　　　後期高齢者支援システムのシステム改修に伴う委託料の増

款

目

010

01

001

（1） 増減理由

令和 8年 2月17日

会計 12 後期高齢者医療事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３一般事務費

国保年金課

01

所属

199

一般事務費事業２

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：　44,329千円

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　高齢者の医療の確保に関する法律
　　　　・計　　画　該当なし

（2） 効果・目標値

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ] 　

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度　被保険者の資格取得・喪失に関する届出事務及び医療給付の申請受付等を行った。
　　・令和7年度　被保険者の資格取得・喪失に関する届出事務及び医療給付の申請受付等を行う。 

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
　　後期高齢者医療被保険者証の更新事務、後期高齢者医療給付の申請受付などを行う。

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　　・効　　果　神奈川県後期高齢者医療広域連合と連携し、制度の安定運営に努め、円滑な事業実施を図る。
　　　　・目 標 値　該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和6年度決算　　事業費（進捗率）：　45,070千円

　　　・令和8年度予算　　事業費（進捗率）：　29,759千円
　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　　　千円

　　　　・目　　的　後期高齢者医療制度の円滑な事業運営を図る。
　　　　・内　　容　後期高齢者医療事業を執行するための一般事務費
　　　　・ＳＤＧｓ　3　すべての人に健康と福祉を

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-2-

当 初 予 算

総務管理費

１２０１０１０１

総務費

一般管理費

項 01

事業１



款

目

010

01

001

令和 8年 2月17日

会計 12 後期高齢者医療事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３一般事務費

国保年金課

01

所属

事業２

　　　　・内　容　　　　　　　　　　　　　　　
（2） 自然災害対策への取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　該当なし
　　　　・内　容　　　　　　　　　　　　　　　　

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　該当なし

（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　該当なし
　　　　・内　容

事業１

　　　
７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　神奈川県後期高齢者医療広域連合と連携し、制度の安定運営に努め、円滑な事業実施を図る。

　　　後期高齢者支援システムに関する使用料及び賃借料の減。
　　　
（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
　　　該当なし

199

一般事務費

-3-

当 初 予 算

総務管理費

１２０１０１０１

総務費

一般管理費

項 01



（単位：千円）

-1-

令和 8年 2月16日

計

0.09 0

1,326 1,384 0 58

0 -9
14,260 14,923 0 663

3,462 0 73
12,877 12,976 0 99

1,929
7,699

10
15,243

0

節　　　　　名
報酬                            
職員手当等                         
共済費                           

公課費                           

12
18

旅費                            
需用費                           
役務費                           
委託料                           

01
03
04
08
10
11

負担金、補助及び交付金                   
26

節

3
22 24 24 0

0 63
33

0

0

40 359 362 0

3,389

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

36,107
983

100.0

構成比(%)

983
0.0 100.0

査定額 増減額

00 0 0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

6.0
2.3

9.6

1.0

0.0

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

200 27,343 35,124 36,107

35,124

事業区分１

 

 

 

 

01

02

01

総務費

徴収費 27,343

  重点ヒアリング 連結区分１

27,343

要求出力段階

531,000

-8,584 目
的

増減額

令和 ８年度 当 初 予 算

010

001

35,124

事業性質区分 主体区分

0.0

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

国庫支出金 県支出金

1,749 2,081

0.0構成比(%)
0

0 0

0.0

2,144
651 799 832 0

0.1

事業区分３

35,124

35.9
3.8

41.3

35,124 36,107

非主要

983

0 983

0

983

36,107

983

0

0

0

983

 連結区分３  

保険料徴収費

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業35,124 36,107 0

国保年金課

後期高齢者医療事業特別会計

政策的経費事業  

27,343

27,343 36,107

徴収費

１２０１０２０１

保険料徴収費

増減額0130500000

会計

所属

3,168,210 3,941,00012

前年当初額 要求額前々年度決算額

 

款

項

目

事業１

査定額

115,551111,655

3,410,000

124,135

0

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象 

35,124
0 0 0 36,107

0
0



　　事務執行に必要な経費である。

　　 ・標準化システム対応に伴う需用費の増。
　　 ・被保険者の増加に伴う役務費の増。

款

目

010

01

001

（1）増減理由

令和 8年 2月16日

会計 12 後期高齢者医療事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３保険料徴収費

国保年金課

01

所属

200

保険料徴収費事業２

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：　35,124千円

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　高齢者の医療の確保に関する法律
　　　　・計　　画　該当なし

（2） 効果・目標値

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度　後期高齢者医療保険料の通知書発送、徴収事務を実施した。
　　・令和7年度　後期高齢者医療保険料の通知書発送、徴収事務を実施する。

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
　　後期高齢者医療保険料の通知書発送、徴収事務を実施する。

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　　・効　　果　神奈川県後期高齢者医療広域連合と連携し、制度の安定運営に努め、円滑な事業実施を図る。
　　　　・目 標 値　該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和6年度決算　  事業費（進捗率）：　27,343千円

　　　・令和8年度予算　　事業費（進捗率）：　36,107千円
　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　　　千円

　　　　・目　　的　後期高齢者医療制度の円滑な事業運営を図る。
　　　　・内　　容　後期高齢者医療保険料の通知書の発送、徴収事務の実施
　　　　・ＳＤＧｓ　3　すべての人に健康と福祉を

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標
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当 初 予 算

徴収費

１２０１０２０１

総務費

徴収費

項 02

事業１



款

目

010

01

001

令和 8年 2月16日

会計 12 後期高齢者医療事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３保険料徴収費

国保年金課

01

所属

事業２

　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　83千円（うち一般財源　83千円）　
　　　　・内　容　　　　　　　　　　　　　　ｗｅｂ口座振替サービス手数料
（2） 自然災害対策への取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　該当なし

　　後期高齢者医療制度の円滑な事業運営を図るため、引き続き、後期高齢者医療保険料の通知書の発送、徴収事務を実施する。

８　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組

　　　　・内　容　　　　　　　　　　　　　
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　該当なし
　　　　・内　容

事業１

　　 ・令和6年度末被保険者数　28,451人  

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

（2）根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
　　 ・令和4年度末被保険者数　25,645人  
　　 ・令和5年度末被保険者数　27,116人

200

保険料徴収費

-3-

当 初 予 算

徴収費

１２０１０２０１

総務費

徴収費

項 02



（単位：千円）

-1-

令和 8年 2月16日

計

節　　　　　名
負担金、補助及び交付金                   18

節
0 449,580

 3,266,378

現年度課税分普通徴収保険料
6,399

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

01-01-01-01-01/0130500000/0505 1,313,704
現年度課税分特別徴収保険料

名　　　　　　　称
充 当 額

0.0

査定額 増減額

485,829
3,266,378

449,580
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
-36,249

100.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

後期高齢者医療広域連合納付金

後期高齢者医療広域連合納付金 3,037,098

3,788,525

201 3,037,098 3,255,235 3,788,525

3,255,235

要求出力段階

531,000

533,290 目
的533,290

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

010

001

2,816,798

2,635,571

02

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

国庫支出金 県支出金

2,635,571 2,816,798

0.0
0

3,266,378
30005-01-01-01-01/0130500000/0505

延滞金

2,816,798
01-01-01-02-01/0130500000/0505

01-01-01-03-01/0130500000/0505

前年度繰越金

滞納繰越分普通徴収保険料

 連結区分３  

事業区分３

9,70004-01-01-01-01/0130500000/0505

1,936,275

3,255,235 3,788,525

非主要

533,290

0 533,290

0

2,816,798 3,266,378 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

449,580

449,580

後期高齢者医療事業特別会計

義務的経費事業  

3,037,098

2,635,571 3,266,378

後期高齢者医療広域連合納付金

１２０２０１０１

保険料等負担金

保険料等負担金

3,941,00012

前年当初額 要求額前々年度決算額

3,788,5253,037,098

3,410,000

3,255,235

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

3,168,210

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

36,249
0 0 0 0

2,780,549
3,266,378

0



４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

（1） 増減理由
　　　被保険者数の増加に伴う納付金の増加

款

目

010

02

001

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

令和 8年 2月16日

会計 12 後期高齢者医療事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３保険料等負担金

国保年金課

01

所属

201

保険料等負担金事業２

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：2,816,798千円

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　高齢者の医療の確保に関する法律
　　　　・計　　画　該当なし

（2） 効果・目標値

　　徴収した保険料を神奈川県後期高齢者医療広域連合に納付する。

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度　徴収した保険料を神奈川県後期高齢者医療広域連合に納付した。
　　・令和7年度　徴収した保険料を神奈川県後期高齢者医療広域連合に納付する。

　　高齢者の医療の確保に関する法律に基づき納付する負担金である。

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

　　　　・効　　果　神奈川県後期高齢者医療広域連合と連携し、制度の安定運営に努め、円滑な事業実施を図る。
　　　　・目 標 値　該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和6年度決算　  事業費（進捗率）：2,635,571千円

　　　・令和8年度予算　　事業費（進捗率）：3,266,378千円
　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　　 　千円

　　　　・目　　的　後期高齢者医療制度の円滑な事業運営を図る。
　　　　・内　　容　被保険者から市が徴収した後期高齢者医療保険料を神奈川県後期高齢者医療広域連合へ納付する。
　　　　・ＳＤＧｓ　3　すべての人に健康と福祉を

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-2-

当 初 予 算

後期高齢者医療広域連合納付金

１２０２０１０１

後期高齢者医療広域連合納付金

後期高齢者医療広域連合納付金

項 01

事業１



款

目

010

02

001

令和 8年 2月16日

会計 12 後期高齢者医療事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３保険料等負担金

国保年金課

01

所属

事業２

　　　　・内　容

（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　該当なし
　　　　・内　容　　　　　　　　　　　　　　
（2） 自然災害対策への取組

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　神奈川県後期高齢者医療広域連合と連携し、制度の安定運営に努め、円滑な事業実施を図る。

８　その他　　　　　　　　　　　　　

　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　該当なし
　　　　・内　容　　　　　　　　　　　　　　　
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　該当なし

事業１

　　　・令和5年度末被保険者数　27,116人
　　　・令和6年度末被保険者数　28,451人  

　　　子ども・子育て支援金を新たに徴収することによる納付金の増加　　　

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
　　　・令和4年度末被保険者数  25,645人 

201

保険料等負担金

-3-

当 初 予 算

後期高齢者医療広域連合納付金

１２０２０１０１

後期高齢者医療広域連合納付金

後期高齢者医療広域連合納付金

項 01



（単位：千円）

-1-

令和 8年 2月16日

計

節　　　　　名
負担金、補助及び交付金                   18

節
0 83,710

0

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
522,147
83,710
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
83,710

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

後期高齢者医療広域連合納付金

後期高齢者医療広域連合納付金 3,037,098

3,788,525

201 3,037,098 3,255,235 3,788,525

3,255,235

要求出力段階

531,000

533,290 目
的533,290

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

020

001

438,437

401,528

02

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

国庫支出金 県支出金

401,528 438,437

0.0
0

522,147

438,437

 連結区分３  

事業区分３

3,255,235 3,788,525

非主要

533,290

0 533,290

0

438,437 522,147 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

83,710

83,710

後期高齢者医療事業特別会計

義務的経費事業  

3,037,098

401,528 522,147

後期高齢者医療広域連合納付金

１２０２０１０１

保険基盤安定制度拠出金

保険基盤安定制度拠出金

3,941,00012

前年当初額 要求額前々年度決算額

3,788,5253,037,098

3,410,000

3,255,235

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

3,168,210

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

438,437
0 0 0 522,147

0
0

0



４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

（1） 増減理由
　　　被保険者数の増による拠出金の増加。

款

目

020

02

001

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

令和 8年 2月16日

会計 12 後期高齢者医療事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３保険基盤安定制度拠出金

国保年金課

01

所属

201

保険基盤安定制度拠出金事業２

　　　・令和6年度決算　  事業費（進捗率）： 401,528千円

　　　　・目 標 値　該当なし

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　高齢者の医療の確保に関する法律

　　　　・ＳＤＧｓ　3　すべての人に健康と福祉を

　　保険基盤安定制度に基づき支出を行う。

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度　保険基盤安定制度に基づき支出を行った。　
　　・令和7年度　保険基盤安定制度に基づき支出を行う。 

　　後期高齢者医療事業を執行するために必要な経費である。

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

（2） 効果・目標値
　　　　・効　　果　神奈川県後期高齢者医療広域連合と連携し、制度の安定運営に努め、円滑な事業実施を図る。

　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　　　千円

　　　　・計　　画　該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）： 438,437千円
　　　・令和8年度予算　　事業費（進捗率）： 522,147千円

　　　　・目　　的　後期高齢者医療制度の円滑な事業運営を図る。
　　　　・内　　容　後期高齢者医療保険料の軽減額に対する拠出金で、県及び市の支出金を合算し神奈川県後期高齢者
　　　　　　　　　医療広域連合へ納付する。

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-2-

当 初 予 算

後期高齢者医療広域連合納付金

１２０２０１０１

後期高齢者医療広域連合納付金

後期高齢者医療広域連合納付金

項 01

事業１



款

目

020

02

001

令和 8年 2月16日

会計 12 後期高齢者医療事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３保険基盤安定制度拠出金

国保年金課

01

所属

事業２

　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　該当なし

８　その他　　　　　　　　　　　　
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　該当なし
　　　　・内　容　　　　　　　　　　　　　　　　

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　神奈川県後期高齢者医療広域連合と連携し、制度の安定運営に努め、円滑な事業実施を図る。

（2） 自然災害対策への取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　該当なし
　　　　・内　容　　　　　　　　　　　　　　　　
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）

　　　　・内　容

事業１

　　　・令和5年度末被保険者数　27,117人
　　　・令和6年度末被保険者数　28,451人

　　　新たに徴収する子ども・子育て支援金についても保険料軽減の対象になることに伴う拠出金の増加

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
　　　・令和4年度末被保険者数　25,645人

201

保険基盤安定制度拠出金

-3-

当 初 予 算

後期高齢者医療広域連合納付金

１２０２０１０１

後期高齢者医療広域連合納付金

後期高齢者医療広域連合納付金

項 01



（単位：千円）

-1-

令和 8年 2月16日

計

節　　　　　名
役務費                           
委託料                           
負担金、補助及び交付金                   

11
12
18

節

0

0 137
1,500

0

140 400 400 0

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
17,493
1,637
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

5.7
92.0
2.3

0.0
1,637

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

保健事業費

保健事業費 17,566

27,424

202 17,566 23,966 27,424

23,966

要求出力段階

531,000

3,458 目
的3,458

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

010

001

15,856

14,094

03

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

13,450 14,600 16,100 0

国庫支出金 県支出金

504 856

0.0
0

993

15,856

 連結区分３  

事業区分３

23,966 27,424

非主要

3,458

0 3,458

0

15,856 17,493 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

1,637

1,637

後期高齢者医療事業特別会計

義務的経費事業  

17,566

14,094 17,493

保健衛生普及費

１２０３０１０１

一日人間ドック事業費

一日人間ドック事業費

3,941,00012

前年当初額 要求額前々年度決算額

27,42417,566

3,410,000

23,966

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

3,168,210

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

15,856
0 0 0 17,493

0
0

0



　　後期高齢者の被保険者の健康意識の向上と医療費の適正化を図る。

　　　受検者増に伴う委託料の増

款

目

010

03

001

（1） 増減理由

令和 8年 2月16日

会計 12 後期高齢者医療事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３一日人間ドック事業費

国保年金課

01

所属

202

一日人間ドック事業費事業２

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：　15,856千円

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　高齢者の医療の確保に関する法律、秦野市総合健康診査実施要綱
　　　　・計　　画　該当なし

（2） 効果・目標値

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度　人間ドック受検に対し1万円の助成を行い、被保険者の疾病の予防及び早期発見に努めた。
　　・令和7年度　人間ドック受検に対し1万円の助成を行い、被保険者の疾病の予防及び早期発見に努める。

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
　　人間ドック受検に対し1万円の助成を行うことで、引き続き、被保険者の疾病の予防及び早期発見に努める。

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　　・効　　果　神奈川県後期高齢者医療広域連合と連携し、制度の安定運営に努め、円滑な事業実施を図る。
　　　　・目 標 値　該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和6年度決算 　 事業費（進捗率）：　14,094千円

　　　・令和8年度予算　　事業費（進捗率）：　17,493千円
　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　　　千円

　　　　・目　　的　被保険者の疾病の予防及び早期発見
　　　　・内　　容　後期高齢者医療被保険者の疾病予防、早期発見のため、一日人間ドック受検費用の一部を助成する。
　　　　・ＳＤＧｓ　3　すべての人に健康と福祉を

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-2-

当 初 予 算

保健事業費

１２０３０１０１

保健事業費

保健衛生普及費

項 01

事業１



款

目

010

03

001

令和 8年 2月16日

会計 12 後期高齢者医療事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３一日人間ドック事業費

国保年金課

01

所属

事業２

　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　該当なし
　　　　・内　容　　　　　　　　　　　　　
（2） 自然災害対策への取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　該当なし

　　神奈川県後期高齢者医療広域連合の補助金を活用し事業の継続を図る。

８　その他　　　　
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組

　　　　・内　容　　　　
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　該当なし
　　　　・内　容

事業１

　　　

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
　　　・令和4年度　助成　1,158人
      ・令和5年度　助成　1,230人
　　　・令和6年度　助成　1,359人

202

一日人間ドック事業費

-3-

当 初 予 算

保健事業費

１２０３０１０１

保健事業費

保健衛生普及費

項 01



（単位：千円）

-1-

令和 8年 2月17日

計

1.334 131 0 97
3,429 5,029 0 1,600

193 241 0 48
44 59 0 15

79
82
11

747
0

節　　　　　名
報酬                            
職員手当等                         
共済費                           

備品購入費                         

11
12

報償費                           
旅費                            
需用費                           
役務費                           

01
03
04
07
08
10

委託料                           
17

節

9
0 30 30 0

0 68
37

0

0

353 683 692 0

98

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
9,931
1,821
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

26.9
10.4

0.5

7.0

0.0
1,821

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

保健事業費

保健事業費 17,566

27,424

202 17,566 23,966 27,424

23,966

要求出力段階

531,000

3,458 目
的3,458

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

020

001

8,110

3,472

03

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

429 998 1,035 0

国庫支出金 県支出金

1,771 2,601

0.0
0

2,669

45 0 -53
0.3

8,110

2.4
0.6

50.6

 連結区分３  

事業区分３

23,966 27,424

非主要

3,458

0 3,458

0

8,110 9,931 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

1,821

1,821

後期高齢者医療事業特別会計

義務的経費事業  

17,566

3,472 9,931

保健衛生普及費

１２０３０１０１

広域連合受託事業費

広域連合受託事業費

3,941,00012

前年当初額 要求額前々年度決算額

27,42417,566

3,410,000

23,966

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

3,168,210

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

8,110
0 0 0 9,931

0
0

0



　　・令和7年度：低栄養防止支援事業

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

款

目

020

03

001

　健診結果やレセプトデータを活用した個別支援事業の拡充を検討する必要がある。

令和 8年 2月17日

会計 12 後期高齢者医療事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３広域連合受託事業費

国保年金課

01

所属

202

広域連合受託事業費事業２

　　　・令和6年度決算　  事業費（進捗率）： 　3,472千円

　　　　・目 標 値　該当なし

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　高齢者の医療の確保に関する法律

　　　　・ＳＤＧｓ　3　すべての人に健康と福祉を

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]
　　医師会と連携した保健指導の参加者を増やす取組みや効果的な保健指導を実施し、合わせて

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度：低栄養防止支援事業
　　　　　　　 ：糖尿病性腎症重症化予防事業

　　　　　　　 ：糖尿病性腎症重症化予防事業
　　　　　　　 ：口腔機能低下防止支援事業

　　　　　　　 ：口腔機能低下防止支援事業

（2） 効果・目標値
　　　　・効　　果　神奈川県後期高齢者医療広域連合と連携し、高齢者の自立した生活を実現し、健康寿命の延伸を図る。　

　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　　　千円

　　　　・計　　画　総合計画（基本施策111　健康寿命の延伸に向けた健康づくりの推進）

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：　 8,110千円
　　　・令和8年度予算　　事業費（進捗率）：　 9,931千円

　　　　・目　　的　高齢者の自立した生活を実現し、健康寿命の延伸を図る。
　　　　・内　　容　神奈川県後期高齢者医療広域連合からの委託を受けて、関係課と連携して、
　　　　　　　　　高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の取組みを行う。

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-2-

当 初 予 算

保健事業費

１２０３０１０１

保健事業費

保健衛生普及費

項 01

事業１



款

目

020

03

001

令和 8年 2月17日

会計 12 後期高齢者医療事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３広域連合受託事業費

国保年金課

01

所属

事業２

　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　30千円（うち一般財源　0円）

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
　　　該当なし

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

　　　会計年度任用職員の昇給及び報酬単価に引き上げ等に伴う人件費等の増。
　　　糖尿病性腎症重症化予防事業の定員増加に伴う委託料等の増。

　　　　・内　容　　　　　　　　　　　　　　　　
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　該当なし
　　　　・内　容

　　　身体機能低下防止支援事業開始による増。

　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　該当なし

　　広域連合及び関係各課と連携し、後期高齢者の健康寿命の延伸を図る。

８　その他　　　
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組

　　　　・内　容　　　　　　　　　　　　　　ボランティア従事者に対する謝礼　
（2） 自然災害対策への取組

事業１

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]
（1） 増減理由

 (1) 低栄養防止支援事業
 (2) 糖尿病性腎症重症化予防事業
 (3) 口腔機能低下防止支援事業
 (4) 身体機能低下防止支援事業

202

広域連合受託事業費

-3-

当 初 予 算

保健事業費

１２０３０１０１

保健事業費

保健衛生普及費

項 01



0
0 0 0 0

4,160
4,160

0

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

3,168,21012

前年当初額 要求額前々年度決算額

7,5001,890

3,410,000

4,664

国保年金課

後期高齢者医療事業特別会計

義務的経費事業  

1,888

1,888 4,160

保険料還付金

１２０４０１０１

保険料還付金

保険料還付金

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

0

04,160 4,160 0

0

0

0

0

3,941,000

4,664 7,500

非主要

0

0 0

0

 連結区分３  

事業区分３

4,160

4,160

国庫支出金 県支出金

1,888 4,160

0.0
0

構成比(%)
0

0 0

0.0 0.0
0

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額

令和 ８年度 当 初 予 算

010

001

4,160

1,888

04

01

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

要求出力段階

531,000

2,836 目
的2,836

 

 

 

 01

諸支出金

償還金及び還付加算金 1,890

4,160

203 1,888 4,160 4,160

4,160

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
0

100.0 0.0

査定額 増減額

0
4,160

0
100.0

構成比(%)

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

05-02-01-01-01/0130500000/0505 4,160
保険料還付金

名　　　　　　　称
充 当 額

 4,160

節
0 022

節　　　　　名
償還金、利子及び割引料                   

（単位：千円）

-1-

令和 8年 2月17日

計



-2-

当 初 予 算

償還金及び還付加算金

１２０４０１０１

諸支出金

保険料還付金

項 01

事業１

　　　　・目　　的　　過年度収入の過誤納付金を被保険者に返還する。
　　　　・内　　容　　過年度保険料の過誤納還付金
　　　　・ＳＤＧｓ　　3　すべての人に健康と福祉を

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和6年度決算　　事業費（進捗率）：　 1,888千円　　　　　　　　　

　　　・令和8年度予算　　事業費（進捗率）：　 4,160千円
　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　　　千円

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度  減額賦課決定、賦課の取消し等の理由により、超過納付となった場合、超過額を還付した。　
　　・令和7年度　減額賦課決定、賦課の取消し等の理由により、超過納付となった場合、超過額を還付する。　 

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
　　後期高齢者医療制度の円滑な事業運営を図るために、引き続き、過誤納付金を被保険者に還付する。

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：　 4,160千円

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　高齢者の医療の確保に関する法律
　　　　・計　　画　該当なし

（2） 効果・目標値
　　　　・効　　果　神奈川県後期高齢者医療広域連合と連携し、制度の安定運営に努め、円滑な事業実施を図る。
　　　　・目 標 値　該当なし

保険料還付金

国保年金課

01

所属

203

保険料還付金事業２

（1） 増減理由

令和 8年 2月17日

会計 12 後期高齢者医療事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３

　　　増減なし

款

目

010

04

001

　　後期高齢者医療事業を執行するために必要な経費である。



01

保険料還付金

-3-

当 初 予 算

償還金及び還付加算金

１２０４０１０１

諸支出金

保険料還付金

項

事業１

　　神奈川県後期高齢者医療広域連合と連携し、制度の安定運営に努め、円滑な事業実施を図る。

８　その他　　　　　　　　　　　　　　　　

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

203

　　　　・内　容　　　　　　　　　　　　　　　　
（2） 自然災害対策への取組

　　　　・内　容

（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　該当なし

保険料還付金

国保年金課

01

所属

事業２

　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　該当なし
　　　　・内　容　　　　　　　　　　　　　　　　
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　該当なし

令和 8年 2月17日

会計 12 後期高齢者医療事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３

款

目

010

04

001



（単位：千円）

-1-

令和 8年 2月17日

計

節　　　　　名
償還金、利子及び割引料                   22

節
0 0

 500

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

05-02-02-01-01/0130500000/0505 500
還付加算金

名　　　　　　　称
充 当 額

0.0

査定額 増減額

0
500

0
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
0

100.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

02

諸支出金

償還金及び還付加算金 1,890

500

204 2 500 500

500

要求出力段階

531,000

2,836 目
的2,836

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

010

001

500

2

04

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

国庫支出金 県支出金

2 500

0.0
0

500

500

 連結区分３  

事業区分３

4,664 7,500

非主要

0

0 0

0

500 500 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

0

0

後期高齢者医療事業特別会計

  

2

2 500

還付加算金

１２０４０１０２

還付加算金

還付加算金

3,941,00012

前年当初額 要求額前々年度決算額

7,5001,890

3,410,000

4,664

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

3,168,210

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

0
0 0 0 0

500
500

0



　　法で定められた加算金

　　　増減なし

款

目

010

04

001

（1） 増減理由

令和 8年 2月17日

会計 12 後期高齢者医療事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３還付加算金

国保年金課

02

所属

204

還付加算金事業２

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：　　 500千円

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　高齢者の医療の確保に関する法律、地方自治法、地方税法
　　　　・計　　画　該当なし

（2） 効果・目標値

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度  過誤納金の還付に際し、日割り計算等による利子相当分の加算金の支給に備えた。
　　・令和7年度　過誤納金の還付に際し、日割り計算等による利子相当分の加算金を支給する。 

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
　　過誤納金の還付に際し、日割り計算等による利子相当分の加算金を支給する。

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　　・効　果　神奈川県後期高齢者医療広域連合と連携し、制度の安定運営に努め、円滑な事業実施を図る。
　　　　・目標値　該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和6年度決算　  事業費（進捗率）：　 　　2千円

　　　・令和8年度予算　　事業費（進捗率）：　　 500千円
　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　　　千円

　　　　・目　　的　過誤納金の還付に際し、日割り計算等により利子相当分の加算金を支給する。
　　　　・内　　容　過年度保険料の過誤納還付加算金
　　　　・ＳＤＧｓ　3　すべての人に健康と福祉を

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-2-

当 初 予 算

償還金及び還付加算金

１２０４０１０２

諸支出金

還付加算金

項 01

事業１



款

目

010

04

001

令和 8年 2月17日

会計 12 後期高齢者医療事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３還付加算金

国保年金課

02

所属

事業２

　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　該当なし
　　　　・内　容　　　
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　該当なし

（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　該当なし　　
　　　　・内　容　　
（2） 自然災害対策への取組

　　　　・内　容

事業１

　　神奈川県後期高齢者医療広域連合と連携し、制度の安定運営に努め、円滑な事業実施を図る。

８　その他　　　　　　　　　　　　

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
　　　該当なし     

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

204

還付加算金

-3-

当 初 予 算

償還金及び還付加算金

１２０４０１０２

諸支出金

還付加算金

項 01



（単位：千円）

-1-

令和 8年 2月17日

計

節　　　　　名
償還金、利子及び割引料                   22

節
0 0

 4

市預金利子
2

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

05-01-02-01-01/0130500000/0505 1
過料

名　　　　　　　称
充 当 額

0.0

査定額 増減額

0
4
0

100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
0

100.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

03

諸支出金

償還金及び還付加算金 1,890

4

205 0 4 4

4

要求出力段階

531,000

2,836 目
的2,836

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

010

001

4

0

04

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

国庫支出金 県支出金

0 4

0.0
0

4

4
05-03-01-01-01/0130500000/0505

05-04-01-01-01/0130500000/0505
雑入

 連結区分３  

事業区分３

1

4,664 7,500

非主要

0

0 0

0

4 4 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

0

0

後期高齢者医療事業特別会計

政策的経費事業  

0

0 4

償還金

１２０４０１０３

償還金

償還金

3,941,00012

前年当初額 要求額前々年度決算額

7,5001,890

3,410,000

4,664

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

3,168,210

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

0
0 0 0 0

4
4

0



　　後期高齢者医療事業を執行するために必要な経費である。

　　　増減なし

款

目

010

04

001

（1） 増減理由

令和 8年 2月17日

会計 12 後期高齢者医療事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３償還金

国保年金課

03

所属

205

償還金事業２

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：　　　 4千円

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令
　　　　・計　　画

（2） 効果・目標値

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度  償還金が発生した場合に備えた。
　　・令和7年度　償還金が発生した場合に対応する。

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
　　償還金が発生した場合に対応する。

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　　・効　　果　神奈川県後期高齢者医療広域連合と連携し、制度の安定運営に努め、円滑な事業実施を図る。
　　　　・目 標 値　該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和6年度決算　  事業費（進捗率）：　　　 0千円

　　　・令和8年度予算　　事業費（進捗率）：　　　 4千円
　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　　　千円

　　　　・目　　的　償還金が発生した場合に対応する。
　　　　・内　　容　償還金
　　　　・ＳＤＧｓ　3　すべての人に健康と福祉を

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-2-

当 初 予 算

償還金及び還付加算金

１２０４０１０３

諸支出金

償還金

項 01

事業１



款

目

010

04

001

令和 8年 2月17日

会計 12 後期高齢者医療事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３償還金

国保年金課

03

所属

事業２

　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　該当なし
　　　　・内　容　　　　　　　　　　　　　　　
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　該当なし

（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　該当なし
　　　　・内　容　　　　　　　　　　　　　　　　
（2） 自然災害対策への取組

　　　　・内　容

事業１

　　神奈川県後期高齢者医療広域連合と連携し、制度の安定運営に努め、円滑な事業実施を図る。

８　その他　　　　　　　　　　　　　　　

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

205

償還金

-3-

当 初 予 算

償還金及び還付加算金

１２０４０１０３

諸支出金

償還金

項 01



（単位：千円）

-1-

令和 8年 2月17日

計

節　　　　　名
償還金、利子及び割引料                   22

節
0 2,836

0

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
2,836
2,836
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
2,836

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

04

諸支出金

償還金及び還付加算金 1,890

2,836

220 0 0 2,836

0

要求出力段階

531,000

2,836 目
的2,836

10 総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　

05 総務管理費　　　　　　　　　　　　　　　

10 その他　　　　　　　　　　　　　　　　　

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

010

001

0

0

04

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

国庫支出金 県支出金

0 0

0.0
0

2,836

0

 連結区分３  

事業区分３

4,664 7,500

 

2,836

0 2,836

0

0 2,836 0

0

0

0

0

単独

臨時経費

補単区分

臨経区分

主要事業

2,836

2,836

後期高齢者医療事業特別会計

  

0

0 2,836

国庫支出金返納金

１２０４０１０４

国庫支出金返納金

国庫支出金返納金

3,941,00012

前年当初額 要求額前々年度決算額

7,5001,890

3,410,000

4,664

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

3,168,210

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

0
0 0 0 2,836

0
0

0



４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

（1） 増減理由
　　　過年度に歳入した国庫金について、確定した額を超過して歳入した場合は返納を行う。

款

目

010

04

001

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ] 　編集

令和 8年 2月17日

会計 12 後期高齢者医療事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３国庫支出金返納金

国保年金課

04

所属

220

国庫支出金返納金事業２

　　　・令和6年度決算　　事業費（進捗率）：　　　 0千円

　　　　・目 標 値　該当なし

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律

　　　　・ＳＤＧｓ　3　すべての人に健康と福祉を

　　過年度に歳入した国庫金について、確定した額を超過して歳入した場合は返納を行う。

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度　該当なし
　　・令和7年度　該当なし 

　　後期高齢者医療事業を執行するために必要な経費である。

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

（2） 効果・目標値
　　　　・効　　果　国庫金を適正に受給することができる。

　　　・令和9年度以降　　事業費

　　　　・計　　画　該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：　　　 0千円
　　　・令和8年度予算　　事業費（進捗率）：　 2,836千円

　　　　・目　　的　過年度に歳入した国庫金の額の確定に伴う返納金
　　　　・内　　容　過年度に歳入した国庫金について、精算の結果、確定した額を超過して歳入した場合は
　　　　　　　　　返納を行う。

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-2-

当 初 予 算

償還金及び還付加算金

１２０４０１０４

諸支出金

国庫支出金返納金

項 01

事業１



款

目

010

04

001

令和 8年 2月17日

会計 12 後期高齢者医療事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３国庫支出金返納金

国保年金課

04

所属

事業２

　　　　・内　容　　　　　　　　　　　　　　　
（2） 自然災害対策への取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　該当なし
　　　　・内　容　　　　　　　　　　　　　　　　

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　該当なし

（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　該当なし
　　　　・内　容

事業１

　　　
７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　該当なし

　　　　　　
（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
　　　申請（交付）額－確定額＝返納額
　　　11,026千円－8,190千円＝2,836千円

220

国庫支出金返納金

-3-

当 初 予 算

償還金及び還付加算金

１２０４０１０４

諸支出金

国庫支出金返納金

項 01



0
0 0 0 0

2,000
2,000

0

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

3,168,21012

前年当初額 要求額前々年度決算額

2,0000

3,410,000

2,000

国保年金課

後期高齢者医療事業特別会計

  

0

0 2,000

予備費

１２０５０１０１

予備費

予備費

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

0

02,000 2,000 0

0

0

0

0

3,941,000

2,000 2,000

非主要

0

0 0

0

 連結区分３  

事業区分３

2,000

2,000

国庫支出金 県支出金

0 2,000

0.0
0

構成比(%)
0

0 0

0.0 0.0
0

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額

令和 ８年度 当 初 予 算

010

001

2,000

0

05

01

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

要求出力段階

531,000

0目
的0

 

 

 

 01

予備費

予備費 0

2,000

207 0 2,000 2,000

2,000

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
0

100.0 0.0

査定額 増減額

0
2,000

0
100.0

構成比(%)

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

04-01-01-01-01/0130500000/0505 2,000
前年度繰越金

名　　　　　　　称
充 当 額

 2,000

節
0 028

節　　　　　名
予備費                           

（単位：千円）

-1-

令和 8年 2月16日

計



-2-

当 初 予 算

予備費

１２０５０１０１

予備費

予備費

項 01

事業１

　　　　・目　的　　予算を超過する支出等の不測の事態に備える。
　　　　・内　容　　年度途中における予算外の支出
　　　　・ＳＤＧｓ　3　すべての人に健康と福祉を

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

　

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和6年度決算　  事業費（進捗率）：　　    0千円

　　　・令和8年度予算　　事業費（進捗率）：　  2,000千円
　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　 　　　千円

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度　予算を超過する支出等の不測の事態に備えた。 
　　・令和7年度　予算を超過する支出等の不測の事態に備える。 

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
　　予算を超過する支出等の不測の事態に備える。

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：　　2,000千円

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　
　　　　・計　　画　該当なし

（2） 効果・目標値
　　　　・効　果　予算を超過する支出等の不測の事態に備える。
　　　　・目標値　該当なし

予備費

国保年金課

01

所属

207

予備費事業２

（1） 増減理由

令和 8年 2月16日

会計 12 後期高齢者医療事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

事業３

　　　

款

目

010

05

001

　　



01

207

予備費

-3-

当 初 予 算

予備費

１２０５０１０１

予備費

予備費

　　神奈川県後期高齢者医療広域連合と連携し、制度の安定運営に努め、円滑な事業実施を図る。

８　その他　　

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
    　

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

　　　　・内　容

　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　該当なし
　　　　・内　容　　
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　該当なし

（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　該当なし
　　　　・内　容　　　
（2） 自然災害対策への取組

事業３予備費

国保年金課

01

所属

事業２

事業１

項

001

令和 8年 2月16日

会計 12 後期高齢者医療事業特別会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0130500000

款

目

010

05
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